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平成 20 年（2008 年）に実施した

市民アンケート調査で、「もっと力を

注いでもらいたいもの」の５番目に学

校教育（18.6%）が入っており、今後

必要だと思う施設として「認定子ども

園（幼保一元化施設）」についての声

も多く寄せられていました。 

平成 22 年（2010 年）の合計特殊

出生率※は全国が 1.39 であったのに対し、千葉県は 1.34、長生郡は 1.32、茂原

市は 1.31 でした。 

「茂原市で子どもを生んで育てたい」といってもらえる環境をつくるためには！ 

・妊婦健診の公費負担が以前の 5 回から 14 回に増え、健診全部に充てられるようにな

ったので、経済的な理由で検診を満足に受診できなかった方が受けられるようになった。 

・予防接種や医療費、保育料などは子育てにかかる「基本経費」。自治体間の格差が

大きく、これを基準に移住する人々も増えている。手厚い自治体になることが必要。 

・市では現在、学童保育・放課後子どもプラン・病後児保育等に取り組んでいるが、 

まだまだ課題は多い。 

子どもは欲しいが増やせないという理由には、「子育てや教育にお金がかかる

から」という声が約半数です。男女共に働きつつ育児しやすい労働体系の見直し

（ワーク・ライフ・バランス）や公教育の低コスト化、各種教育手当の見直し

（手当の支給期間も含む）、医療の支援、小児科医を増やす等、課題はたくさ

んあります。条例にどのように記載されれば、市の子ども施策に影響を与えら

れるのか、よりよいものにしていけるのかを考えていきたいと思います。 

財政状況が厳しい中でも優先順位をどう決めるかで、住みたい順位も変わる

のではないでしょうか。 
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